
第92期
定時株主総会
招集ご通知

証券コード　5727

日時 2023年６月20日（火曜日）午前10時
（受付開始：午前９時30分）

神奈川県横浜市西区北幸一丁目３番23号
横浜ベイシェラトン ホテル＆タワーズ
５階「日輪」

場所

総会ご出席者へのお土産はご用意
しておりませんので、あらかじめ
ご了承いただきますようお願い申
し上げます。

第１号議案　
監査等委員でない取締役
６名選任の件
第２号議案　
監査等委員である取締役
２名選任の件

決議
事項



経営理念

経営理念
東邦チタニウムグループは

チタンと関連技術の限りない可能性を追求し
優れた製品とサービスを提供し続けることで

持続可能な社会の発展に貢献します

私たちは、経営理念を実現するため次の３つの基本方針に基づき行動します。
１．安全とコンプライアンスを最優先し、健全で公正な企業活動を行います。
２．変革と創造を実践し、従業員と企業の持続的成長を果たします。
３．顧客、地域社会、株主をはじめとする全てのステークホルダーと対話を進め、
　　信頼・共生関係を築きます。

　当社のコーポレートブランドマークは、TOHO TITANIUM COMPANYの頭文字
「TTC」がベースとなっていますが、「TTC」は、社名（Toho）と当社のオリジナル事
業である「金属チタン事業（Titanium business）」及びその技術を活用して成長して
きた「触媒及び化学品事業（Catalysts and Chemicals business）」の頭文字でもあります。

＜本コーポレートブランドマークのデザインイメージ＞
　後ろの「T」は、チタンの主要用途である航空機の先端部分をイメージしたもので、色はチタニウムシルバー。
　前のマークは、「T」と「C」を融合させたもので、色はノーチカルブルーを採用。この色は、当社発祥の地である
茅ヶ崎の象徴であり、生命の源である海とともに、限りない宇宙をイメージさせるものです。
　「C」は、絶えることなく寄せては返す波を表しており、色と併せて、限りない可能性を追求する当社の姿勢を表現
しています。
　さらに、「T」と「C」が融合したデザインは、共に結び合い、発展してきたチタン事業（T）と触媒及び化学品事業（C）
の関係そのものを表しています。

　当社は、本コーポレートブランドマークを、「チタンと関連技術の限りない可能性を追求し」、「優れた製品とサー
ビスを提供」する当社のシンボルと位置付け、“TOHO ブランド”の確立に努めます。

行動基本方針

当社グループは、次の経営理念及び行動基本方針に基づき、事業運営に取り組んでまいります。

コーポレートブランドマーク
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株主の皆様へ

株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚
く御礼申し上げます。

第92期（2022年４月１日から2023年３月31日ま
で）におきましては、金属チタン事業は航空機向けを
中心とする需要回復やロシア製展伸材からの代替需要、
為替の円安等により前期に比べ大幅な増収となりまし
たが、触媒事業及び化学品事業は中国など海外の景気
減速の影響を受け販売が低調に推移しました。一方、
特に金属チタン事業において、輸入原材料、副資材、
エネルギー価格等の高騰や円安によりコストが大きく
上昇し、これらを反映した適正な製品販売価格の実現
に努めてまいりました。

こうした状況の下、当期の売上高は過去最高の803
億51百万円（前期比44.7％増）となりました。また、
営業利益は、コストが比較的安かった前期に製造した
金属チタン在庫の取崩し等の一過性の利益押上げ要因
もあり前期比104.5％増の106億93百万円となり、経
常利益は前期比103.4％増の105億32百万円、親会社
株主に帰属する当期純利益は前期比103.0％増の75億
4百万円となりました。

期末配当につきましては１株当たり19円、中間配当
11円と合わせた年間配当金は前期に比べ15円増の１
株当たり30円とさせていただきました。

当社は本年、創立70周年を迎えることとなり、これ
を機に「2030年ありたい姿」を「先進素材と技術を創
出し環境変化への柔軟性を持つ高収益企業となり、高
度循環型社会の発展に貢献する」と定めました。

足元の事業環境は、金属チタン事業における大幅な
コスト上昇や触媒事業及び化学品事業における需要減
速など厳しい状況もありますが、中長期的にはこれら
の各事業において需要の拡大が期待され、当社にとっ
て大きな成長の機会があるものと考えています。こう
した中、当社といたしましては、「2030年ありたい姿」
に向けて先般策定した2023－2025年度中期経営計画
に基づき、金属チタン事業における増産と適正販売価
格の実現、触媒及び化学品事業の能力増強に向けた取
組み、PEM（固体高分子膜）水電解水素製造装置の陽
極側拡散層としての活用が期待されているチタン多孔
質体（WEBTi®）の早期事業化など、事業の成長と競

争力強化に向けた施策を着実に実行することで、企業
価値の向上を図ってまいります。

また、2050年のカーボンニュートラル実現を目指
し、引き続きチタン新製錬技術の開発に取り組むほか
CO2削減に向けた諸施策を推進するなど、事業の持続
可能性の観点から、ESG（環境・社会・ガバナンス）
に関わる重要課題について中長期的計画に基づく取組
みを進めてまいります。

皆様の変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますよう宜し
くお願い申し上げます。

2023年５月

東邦チタニウム株式会社
代表取締役社長  山尾康二
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財務ハイライト

（単位：百万円）

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属
する当期純利益

2022年度実績 80,351 10,693 10,532 7,504

2021年度実績 55,515 5,228 5,177 3,695
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売上高（連結） （単位：百万円）

2018年度 2019年度 2022年度2021年度2020年度

（単位：百万円）経常利益（連結）

2018年度 2019年度 2022年度2021年度2020年度

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益（連結）

2018年度 2019年度 2022年度2021年度2020年度

純資産、総資産、自己資本比率（連結） （単位：百万円、％）
■純資産　■総資産　―●―自己資本比率
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（証券コード5727）
2023年５月31日

（電子提供措置の開始日） 2023年５月24日
株 主 各 位

神奈川県横浜市西区南幸一丁目1番1号
東 邦 チ タ ニ ウ ム 株 式 会 社
代 表 取 締 役
社 長 山 尾 康 二

第92期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申し上げます。
さて、当社第92期定時株主総会を下記により開催いたしますのでご案内申し上げ

ます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下

記ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しておりますので、ご確認くださいます
ようお願い申し上げます。

当社ウェブサイト https://www.toho-titanium.co.jp/ir/stock/meeting/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
当社名または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」を順に選択
のうえ、ご覧ください。

三井住友信託銀行ウェブサイト（株主総会ポータルⓇ ）
https://www.soukai-portal.net

QRコードは
議決権行使書用紙に
ございます

なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行
使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2023
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年６月19日（月曜日）午後５時20分までに議決権を行使してくださいますようお願
い申し上げます。また、総会ご出席者へのお土産はご用意しておりませんので、あ
らかじめご了承いただきますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2023年６月20日（火曜日）午前10時
（受付開始:午前９時30分）

２．場 所 神奈川県横浜市西区北幸一丁目３番23号
横浜ベイシェラトン ホテル＆タワーズ ５階「日輪」

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第92期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類及び計算書類報告の件
２．会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 監査等委員でない取締役６名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役２名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますよ
うお願い申し上げます。

２．書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び定款第15条の規定に基づ
き、下記の事項を記載しておりません。したがって、当該書面に記載の内容は、会計監査人及
び監査等委員会が監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。
①連結計算書類の「連結注記表」
②計算書類の「個別注記表」

３．電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ
せていただきます。



議決権行使についてのご案内

��書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な議決権
行使としてお取扱いいたします。
　�また、インターネットによって複数回数議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使
としてお取扱いいたします。
�議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続料金等）は、株主様の
ご負担となります。
�パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。印鑑や暗証番号
同様、大切にお取扱い下さい。
�パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望の場合は、画面の
案内に従ってお手続き下さい。
�議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。

ご注意事項

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さい。
代理人によって議決権を行使される場合の代理人は、本総会において議決権を行使するこ
とのできる株主様１名に限ります。

株主総会にご出席される場合

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するようにご返送
下さい。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をさ
れたものとして取り扱わせていただきます。

行使期限 2023年６月19日（月曜日）午後５時20分到着分まで

書面による議決権行使の場合

インターネットにより議決権を行使される場合には、７ページの内容をご確認のうえ、行使期限
までに議案に対する賛否をご入力下さい。

行使期限 2023年６月19日（月曜日）午後５時20分まで

インターネットによる議決権行使の場合
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「議決権行使へ」をクリック！

●�一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、議決権行使書
用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく
必要があります。
●�書面とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、
インターネット等による議決権行使を有効なものといたします。また、
インターネット等によって複数回議決権を行使された場合は、最後に
行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

❶��議決権行使書用紙に記載のQR
コードを読み取ります。

❷��株主総会ポータルトップ画面
から「議決権行使へ」ボタン
をタップします。

❸��スマート行使®トップ画面が表示
されます。以降は画面の案内に
従って賛否をご入力ください。

スマートフォン等による議決権行使方法

インターネットによる議決権行使方法のご案内

※�QRコードは（株）デンソーウェーブの
登録商標です。

ご注意事項

株主総会ポータルURL
▶https://www.soukai-portal.net

以下のURLより議決権行使書用紙に記載のログイン
ID・パスワードをご入力のうえアクセスしてください。
ログイン以降は画面の案内に従って賛否をご入力�
ください。

PC等による議決権行使方法

議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。
▶https://www.web54.net

議決権電子行使プラットフォームについて
機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式会社ICJの運営する「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁
的方法による議決権行使を行っていただくことも可能です。

お問い合わせ
三井住友信託銀行　
証券代行ウェブサポート�
専用ダイヤル

0120-652-031
（受付時間　９時～21時）

ぜひQ&Aも
ご確認ください。
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株主総会参考書類

第１号議案 監査等委員でない取締役６名選任の件
現在の監査等委員でない取締役全員（７名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となり

ます。つきましては、取締役会の実効性を確保しつつより機動的な意思決定が行えるよう監査等
委員でない取締役を１名減員し、監査等委員でない取締役６名の選任をお願いするものでありま
す。
監査等委員でない取締役の候補者は、次のとおりであります。
なお、監査等委員会は、当社の中長期的な企業価値向上の観点から、各候補者を監査等委員で

ない取締役に選任することが適切であるとの意見を有しております。
候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位及び担当

１
や ま お や す じ

山 尾 康 二 再 任 代表取締役社長・社長執行役員

２
ゆ う き の り お

結 城 典 夫 再 任

取締役・副社長執行役員
社長補佐（技術全般）
技術戦略本部長
新素材事業部管掌

３
い の か わ あきら

井 ノ 川 朗 再 任
取締役・常務執行役員
経営管理本部副本部長
経営管理本部総務人事部総務担当部長

４
い い だ か ず ひ こ

飯 田 一 彦 新 任

５
い く ぼ や す ひ こ

井 窪 保 彦
再 任

社 外

独 立

社外取締役

６
お お く ら き み は る

大 藏 公 治
再 任

社 外

独 立

社外取締役
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再任

1 や ま お や す じ

山尾 康二 生年月日
1959年１月７日生

所有する当社の株式数
2,834株

略歴、当社における地位及び担当
1981年 4 月 日本鉱業株式会社入社
2012年10月 ＪＸ日鉱日石金属株式会社

金属事業本部総括室 室長
パンパシフィック・カッパー株式会社
執行役員（総務部・経営企画部担当）

2013年 4 月 ＪＸ日鉱日石金属株式会社執行役員
2013年 6 月 同社執行役員

経営企画部担当、金属事業本部総括室
室長

2014年 6 月 同社執行役員
経理財務部担当、経理財務部長

2017年 4 月 ＪＸ金属株式会社（社名変更）
常務執行役員
電材加工事業本部副本部長

2018年 4 月 同社取締役・常務執行役員
2019年 4 月 経理財務部・環境安全部・物流部・監

査部管掌
パンパシフィック・カッパー株式会社
代表取締役（2020年３月退任）

2020年 4 月 社長補佐（特命事項）・環境安全部管掌
2021年 4 月 当社顧問
2021年 6 月 当社代表取締役社長・社長執行役員

（現在に至る）

重要な兼職の状況
なし
監査等委員でない取締役の候補者とした理由
山尾康二氏は、ＥＮＥＯＳグループにおいてＪＸ金属株式会社で取締役・常務執行役員、パンパシフィッ

ク・カッパー株式会社で代表取締役として経営に携わり、当社代表取締役社長に就任してからは、当社の経営
を牽引し、諸施策の展開を通じて企業価値の向上に寄与しております。これらの経験を活かすことにより、適
切な経営判断を行うことが期待できることから、監査等委員でない取締役の候補者としました。
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再任

2 ゆ う き の り お

結城 典夫 生年月日
1960年３月４日生

所有する当社の株式数
4,693株

略歴、当社における地位及び担当
1982年 4 月 日本鉱業株式会社入社
2013年 4 月 ＪＸ日鉱日石金属株式会社

技術開発センター センター長
2015年 6 月 同社執行役員

技術開発本部副本部長
2016年 4 月 ＪＸ金属株式会社（社名変更）

執行役員
技術本部副本部長

2019年 4 月 当社常務執行役員
技術本部副本部長
技術本部技術開発センター 所長

2020年 4 月 新規事業推進室管掌
2021年 6 月 当社取締役・常務執行役員

技術本部長
2023年 4 月 当社取締役・副社長執行役員（現在に至る）

社長補佐（技術全般）（現在に至る）
技術戦略本部長（現在に至る）
新素材事業部管掌（現在に至る）

重要な兼職の状況
なし
監査等委員でない取締役の候補者とした理由
結城典夫氏は、ＥＮＥＯＳグループにおいてＪＸ金属株式会社などで長年にわたり非鉄金属に関わる技術開

発に携わり、当社執行役員就任後は技術開発、新規事業開発等を中心に経営経験を有しております。これらの
経験や実績を活かすことにより、適切な経営判断を行うことが期待できることから、監査等委員でない取締役
の候補者としました。

再任

3 い の か わ あきら

井ノ川 朗 生年月日
1964年６月５日生

所有する当社の株式数
1,668株

略歴、当社における地位及び担当
1989年 4 月 日本鉱業株式会社入社
2013年10月 パンパシフィック・カッパー株式会社

チリ事務所法務部長
2017年 4 月 当社へ出向

当社経営企画部長
2018年 3 月 当社へ移籍
2019年 4 月 経営管理本部総務人事部長

2021年 4 月 執行役員
内部統制推進室管掌

2022年 4 月 経営管理本部副本部長（現在に至る）
経営管理本部総務人事部総務担当部長
（現在に至る）

2022年６月 当社取締役・執行役員
2023年 4 月 当社取締役・常務執行役員（現在に至る）

重要な兼職の状況
なし
監査等委員でない取締役の候補者とした理由
井ノ川朗氏は、ＥＮＥＯＳグループにおいて、ＪＸ金属株式会社などで長年にわたり総務、法務、経営企画

など間接部門の業務を担当し、当社執行役員就任後は、総務、人事などを中心に経営経験を有しております。
これらの経験や実績を活かすことにより、適切な経営判断を行うことが期待できることから、監査等委員でな
い取締役の候補者としました。
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新任

4 い い だ か ず ひ こ

飯田 一彦 生年月日
1963年12月７日生

所有する当社の株式数
0株

略歴、当社における地位及び担当
1988年 4 月 日本鉱業株式会社入社
2008年 4 月 日鉱金属株式会社

白銀工場製造部マキナス担当部長
2009年 7 月 同社からNikko Metals Philippines,

Inc.へ出向
同社Plant Manager

2014年 4 月 JX Nippon Mining & Metals
Philippines, Inc.(社名変更)
President

2016年 4 月 ＪＸ金属株式会社
日立事業所副所長

2019年 4 月 同社執行役員
タンタル・ニオブ事業部副事業部長

2020年 4 月 タンタル・ニオブ事業部長（現在に至る）
技術本部審議役（現在に至る）

2022年 4 月 同社常務執行役員（現在に至る）

重要な兼職の状況
ＪＸ金属株式会社
常務執行役員
監査等委員でない取締役の候補者とした理由
飯田一彦氏は、ＥＮＥＯＳグループにおいて、ＪＸ金属株式会社などで長年にわたり電解銅箔その他の電子

材料事業部門の技術者として要職を歴任した後、ＪＸ金属株式会社の常務執行役員として経営に携わってお
り、豊富な経験と実績を有しております。これらの経験や実績を活かすことによる有益な意見、助言が期待で
きることから、監査等委員でない取締役の候補者としました。なお、同氏は、当社の業務執行を行わない取締
役の候補者であります。

再任

社外

独立

5 い く ぼ や す ひ こ

井窪 保彦 生年月日
1953年２月11日生

所有する当社の株式数
0株

在任年数
８年

略歴、当社における地位及び担当
1977年 4 月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

（現在に至る）
1991年 1 月 阿部・井窪・片山法律事務所シニアパ

ートナー（現在に至る）
1994年 4 月 最高裁判所司法研修所教官

2007年 4 月 第一東京弁護士会副会長
2009年 4 月 関東弁護士会連合会副理事長
2014年 4 月 日本弁護士連合会常務理事
2015年 6 月 当社社外取締役（現在に至る）

重要な兼職の状況
阿部・井窪・片山法律事務所
シニアパートナー
監査等委員でない社外取締役の候補者とした理由及び期待する役割
井窪保彦氏は、弁護士として長年企業法務の各分野に携わっており、その知識・経験を活かし、法的リスク

管理その他の法務的視点などから有益な意見、助言を頂いております。今後もこうした意見、助言とともに、
業務執行から独立した客観的な立場から、適切な経営判断と経営陣に対する実効性の高い監督を行って頂くこ
とが期待できることから、監査等委員でない社外取締役の候補者としました。なお、同氏は過去に社外役員と
なること以外の方法で会社経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により社外取締役としての職務を
適切に遂行頂けると判断いたしました。
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再任

社外

独立

6 お お く ら き み は る

大藏 公治 生年月日
1953年５月14日生

所有する当社の株式数
0株

在任年数
４年

略歴、当社における地位及び担当
1976年 4 月 三井物産株式会社入社
2001年 5 月 米国三井物産上級副社長
2003年 9 月 三井物産株式会社

ベースメタル部長
2005年 4 月 同社非鉄原料事業部長
2008年 5 月 日本アマゾンアルミニウム株式会社

代表取締役社長

2015年 4 月 株式会社エムデイアール取締役会長
2016年 4 月 三洋テクノソリューションズ鳥取株式

会社取締役
2017年 7 月 オーニッツ代表（現在に至る）
2019年 6 月 当社社外取締役（現在に至る）

重要な兼職の状況
オーニッツ 代表
監査等委員でない社外取締役の候補者とした理由及び期待する役割
大藏公治氏は、三井物産株式会社において、米国法人の副社長、金属事業部門の部長を歴任し、また同社が

出資する資源投資会社において代表取締役社長を務めるなど、金属事業分野及び企業経営に関する豊富な知識
と経験を有しており、その知識・経験を活かした有益な意見、助言を頂いております。今後もこうした意見、
助言とともに、業務執行から独立した客観的な立場から、適切な経営判断と経営陣に対する実効性の高い監督
を行って頂くことが期待できることから、監査等委員でない社外取締役の候補者としました。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．ＪＸ金属株式会社は当社の親会社であり、パンパシフィック・カッパー株式会社及びJX Nippon Mining & Metals
Philippines, Inc.は、当社の親会社であるＪＸ金属株式会社の子会社です。これらの会社の業務執行者である候補者及び過去
10年間に業務執行者であった候補者の各社における地位及び担当は略歴記載のとおりです。

３．当社は、井窪保彦及び大藏公治の各氏との間で、限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする責任限定契
約を締結しており、本総会において各氏が再任された場合、各氏との間で同契約を継続する予定です。また、本総会において
飯田一彦氏の選任が承認された場合、同氏との間で、限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする責任限定
契約を締結する予定です。

４．当社は、当社の取締役及び執行役員並びに当社の業務命令により国内非上場会社の役員に就任している当社従業員の全員を
被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、経営判断、業務執行等に関わる役員の賠償責任又は費用
負担等の被保険者の損害を当該保険契約により担保することとしております。各候補者は、その選任が承認された場合、当該
保険契約の被保険者となります。保険料は全額当社で負担しており、2023年９月に当該保険契約の更新を予定しております。

５．井窪保彦及び大藏公治の両氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員であり、本総会において両氏の再任が承認された場
合、引き続き独立役員となります。

６．所有する当社株式数には、当社の役員持株会における持分を含めた実質株式数を記載しております。
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第２号議案 監査等委員である取締役２名選任の件
本総会終結の時をもって監査等委員である取締役 菊地耕二氏が辞任し、原田直巳氏が任期満

了となりますので、監査等委員である取締役２名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

新任

1 か た お か た く お

片岡 拓雄 生年月日
1960年12月14日生

所有する当社の株式数
5,075株

略歴、当社における地位及び担当
1983年 4 月 当社入社
2010年 1 月 技術開発本部

開発部長、知的財産部長
2012年 7 月 触媒統括部

触媒企画担当部長、製品技術担当部長
2015年 4 月 当社執行役員

機能化学品事業統括本部副本部長、
機能化学品事業統括本部触媒事業本部長

2020年 4 月 IT化推進室管掌、技術本部副本部長
（環境安全部・品質管理部・設備技術
部・購買運輸部・情報システム部担
当）

2021年 4 月 常務執行役員(現在に至る)
2021年 7 月 環境安全部管掌(現在に至る)、技術本

部副本部長（品質管理部・設備技術
部・購買運輸部・情報システム部担
当）

2022年 4 月 茅ヶ崎工場長
2023年 4 月 品質保証部・情報システム部管掌（現

在に至る）

重要な兼職の状況
なし
監査等委員である取締役の候補者とした理由
片岡拓雄氏は、触媒事業部門において研究開発、製造、企画、営業等の様々な業務を担当し、当社執行役員

に就任後は複数の間接部門を管掌するなど、企業経営に関する経験を有しております。これらの知識や経験を
活かすことにより、業務執行から独立した客観的な立場から経営陣に対する実効性の高い監督を行うことが期
待できることから、監査等委員である取締役の候補者としました。
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再任

社外

独立

2 は ら だ な お み

原田 直巳 生年月日
1958年９月５日生

所有する当社の株式数
0株

在任年数
2年

略歴、当社における地位及び担当
1981年 4 月 株式会社日本興業銀行（現 株式会社

みずほ銀行）入行
1989年10月 ロンドン興銀ダイレクター
2004年10月 ルクセンブルグみずほ信託銀行

最高経営責任者（ＣＥＯ＆ＭＤ）
2006年 4 月 Euroclear plcノン・エグゼクティブ・

ダイレクター（非業務執行取締役）

2008年８月 資産管理サービス信託銀行株式会社
受託資産管理部長

2011年６月 株式会社ゆりかもめ常務取締役
2021年６月 当社社外取締役監査等委員（現在に至る）

重要な兼職の状況
なし
監査等委員である社外取締役の候補者とした理由及び期待する役割
原田直巳氏は、日本及び欧州において幅広い金融業務の経験を有するとともに、銀行の海外現地法人及び外

資系金融機関で最高経営責任者及び非業務執行取締役を、また、日本の事業会社で常務取締役を務めるなど、
企業経営に関する豊富な経験を有しております。また、2021年６月に当社社外取締役監査等委員に就任し、
経営陣の職務の執行を監査しております。これらの知識や経験に基づく有益な意見、助言を頂くとともに、監
査等委員としての役割を適切に果たし、業務執行から独立した客観的な立場から経営陣に対する実効性の高い
監督を行って頂くことが期待できることから、監査等委員である社外取締役の候補者としました。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は、原田直巳氏との間で、限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結しており、
本総会において同氏の再任が承認された場合、同氏との間で同契約を継続する予定です。また、本総会において片岡拓雄氏の
選任が承認された場合、同氏との間で、限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結す
る予定です。

３．当社は、当社の取締役及び執行役員並びに当社の業務命令により国内非上場会社の役員に就任している当社従業員の全員を
被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、経営判断、業務執行等に関わる役員の賠償責任又は費用
負担等の被保険者の損害を当該保険契約により担保することとしております。各候補者は、その選任が承認された場合、当該
保険契約の被保険者となります。保険料は全額当社で負担しており、2023年９月に当該保険契約の更新を予定しております。

４．原田直巳氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員であり、本総会において再任が承認された場合、引き続き独立役員と
なります。

５．所有する当社株式数には、当社の役員持株会における持分を含めた実質株式数を記載しております。
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（ご参考）
取締役（監査等委員である取締役を含む）の専門性と経験（第92期定時株主総会終結後の予定）

性別 企業経営
経営戦略

マーケティング
営業

製造・技術
・研究開発

サステナビリティ
リスクマネジメント

内部統制
ガバナンス

人事・労務
・人材開発

法務
コンプライアンス

財務会計
税務 IT・デジタル グローバル経験

山尾 康二 男性 ○ ○ ○ ○ ○

結城 典夫 男性 ○ ○ ○

井ノ川 朗 男性 ○ ○ ○ ○ ○ ○

飯田 一彦 男性 ○ ○ ○ ○

井窪 保彦 男性 ○ ○ ○

大藏 公治 男性 ○ ○ ○ ○

片岡 拓雄 男性 ○ ○ ○ ○ ○

千崎 滋子 女性 ○ ○ ○ ○ ○

原田 直巳 男性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

以上
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事 業 報 告

（2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

１．企業集団の現況
⑴ 事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、コロナ禍による行動制限が緩和され、感染拡大防
止と経済活動の両立が図られる中、景気の回復基調が継続しました。
世界経済は、ウクライナ紛争に伴う地政学リスクの高まりや供給制約などにより、物価上

昇率は高水準で推移し、インフレ抑制のための各国中央銀行による政策金利の引き上げが景
気回復の下振れ要因となりました。足元ではインフレ鈍化の兆しが見え始めているものの、
依然先行き不透明な状況が続いています。また中国経済においては生産・消費活動の回復に
向け、ゼロコロナ政策が解除されて、持ち直しの動きは見られますが、景気停滞は長引く懸
念があります。
当社グループを取り巻く事業環境は、コロナ禍からの回復傾向やウクライナ紛争で金属チ

タンの世界的サプライチェーンが変化したことによる需給のひっ迫により、製品販売が堅調
に推移した一方、触媒、化学品の各事業においては海外の景気減速の影響を受け販売は低調
に推移しました。一方、コスト面では、輸入原材料、副資材及びエネルギー価格が、2022
年後半にかけて高騰し、加えて急激な円安により、特にチタン事業での製造コストを大きく
押し上げる要因となりました。
こうした中、当連結会計年度における経営成績は、売上高は過去最高の803億51百万円

(前期比44.7％増)、営業利益106億93百万円(同104.5％増)、経常利益105億32百万円(同
103.4％増)、親会社株主に帰属する当期純利益75億４百万円(同103.0％増)となりました。

セグメント別の状況は次のとおりです。

当連結会計年度の期首より、報告セグメントごとの業績をより適切に評価し管理するため、
主に新規事業の創出・推進のための研究開発に関わる一般管理費を除く、全社共通の一般管
理費用を合理的な基準に基づきセグメントごとに配賦する方法に変更しています。
なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の算定方法に基づき作成した

ものを記載しています。
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金属チタン事業
当連結会計年度における金属チタンの販売は、航空機向けは旅客需要の回復及びロシア製

展伸材からの代替需要が加わり、一般産業用途、半導体用途向け高純度チタンについても堅
調に推移したことにより、前年度を大幅に上回る水準となりました。そのため、製品在庫の
取り崩しによる国内からの出荷の増加に加え、サウジアラビアの合弁会社からの供給で対応
しております。
一方、収益面では輸入原材料、電力価格及び副資材費の高騰によるコスト上昇が年度後半

に顕在化し始めたものの、通期を通しては、一部顧客の価格是正のほか、在庫出荷による出
荷量の増加と為替円安に伴う輸出分の増収に加えて、コスト上昇以前に製造した在庫の払
出・取崩し等の一過性の好転要因が加わり、当期の金属チタン事業は、売上高543億89百
万円(前期比73.0％増)、営業利益64億71百万円(前期は3億9百万円の損失)となりました。

触媒事業
当連結会計年度における触媒事業の販売は、中国の景気減速を主因としてアジアにおける

ポリオレフィン用触媒の需要が軟化しており、販売量は前期を下回る水準となりました。上
記販売量減少に加え、原料・ユーティリティ類の値上がりや新工場償却費負担増によるコス
ト高の影響はありましたが、価格是正及び為替円安の影響により、当期の触媒事業は、売上
高87億78百万円(前期比6.2％増)、営業利益28億59百万円(同1.1％増)となりました。

化学品事業
当連結会計年度における化学品事業の販売は、米国の利上げや中国のロックダウンに起因

する経済停滞等の影響に伴ない、主要製品である超微粉ニッケルの主な用途である積層セラ
ミックコンデンサ（MLCC）の需要が減少していることから、販売量は前期を下回る水準と
なりました。こうした状況のもと、販売量の減少はありましたが、超微粉ニッケルの原料で
ある地金価格の高騰による製品価格の上昇の影響もあり、当期の化学品事業は、売上高171
億82百万円(前期比8.7％増)、一方、営業利益は原材料・資材・ユーティリティ類の値上が
りの影響等を受け、26億40百万円(同29.1％減)となりました。
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事業部門別売上高
（単位：百万円）

区 分 当期
（2022年度）

前期
（2021年度） 増減率

金 属 チ タ ン 事 業 54,389 31,432 73.0％

触 媒 事 業 8,778 8,269 6.2％

化 学 品 事 業 17,182 15,814 8.7％

合 計 80,351 55,515 44.7％

事業部門別営業利益
（単位：百万円）

区 分 当期
（2022年度）

前期
（2021年度） 増減率

金 属 チ タ ン 事 業 6,471 △309 －

触 媒 事 業 2,859 2,827 1.1％

化 学 品 事 業 2,640 3,725 △29.1％

全 社 費 用 △1,278 △1,014 －

合 計 10,693 5,228 104.5％

⑵ 設備投資及び資金調達の状況
当期における設備投資は、設備の維持保全及び茅ヶ崎工場における触媒新工場建設を主体

とし、その総額は前期比40億87百万円減の64億96百万円となりました。
この設備投資に係る所要資金は借入金及び自己資金により賄いました。
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⑶ 企業集団の対処すべき課題
当社は、2023-2025年度中計の策定に当たり長期ビジョンの見直しを行いました。その

中で、「2030年ありたい姿」として、「先進素材と技術を創出し環境変化への柔軟性を持つ
高収益企業となり、高度循環型社会の発展に貢献する」ことを目指し、事業領域・テーマ毎
の長期目標を改めて定めるとともに、その実現に向けて同中計期間における主要課題を設定
しました。
現在、金属チタン事業は、航空機向け需要の回復やロシア製展伸材からの代替需要等によ

り総じて需要は好調であり、今後も需要拡大が続くものと見込んでいます。一方、ポリプロ
ピレン製造用触媒及び化学品（超微粉ニッケル）は足元、調整局面にありますが、これらの
事業についても、触媒はアジアを中心とする各国経済の成長に伴い、超微粉ニッケルは通信
機器の高機能化、自動車のEV化や自動運転化、第6世代移動通信システム（6G）の実用化
等により積層セラミックコンデンサ（MLCC）の販売が伸びることに伴い、それぞれ需要が
拡大するものと期待されます。
こうした中、2023-2025年度中計期間においては、さらなる成長と競争力強化を目指し、

主として次の課題に取り組んでまいります。
① 金属チタン事業

金属チタンの旺盛な需要に応じ、サウジアラビアのスポンジ生産合弁会社（ATTM社）
における生産量引上げを図るとともに、日本国内の若松工場及び茅ヶ崎工場において
3,000トン／年程度の生産能力増強に取り組みます。また、原料価格の高止まりや電力、
燃料価格の高騰が続く中、これらを反映した適正な製品販売価格の実現に引き続き取り
組んでまいります。

② 触媒事業
当社触媒の主な用途分野であるポリプロピレンの需要拡大が中長期的に見込まれる中、

生産技術改善等による触媒の生産効率化及び増産に取り組んでまいります。あわせて、
将来的な販売拡大を見据え、次の能力増強計画の検討を進めてまいります。

③ 化学品事業
小型・大容量MLCCに対応できる超微粉ニッケルの供給体制を強化するため、若松工

場内に新工場を建設することを決定しており、2025年度の完工及び営業運転開始に向け
て、建設工事及び操業立上げを着実に進めてまいります。

④ 新規事業
PEM（固体高分子膜）水電解水素製造装置の陽極側拡散層としての活用が期待されて
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いるチタン多孔質体（WEBTi®）について、事業化に向けた準備・対応を進めており、
供給能力の整備を含め、その早期事業化に取り組んでまいります。また、現在進めてい
るその他の新規事業案件の事業化検討を加速するとともに、新たな事業化テーマの探索
の取組みを強化してまいります。

⑤ ESG経営の推進
2021年5月に策定した「2050年カーボンニュートラルビジョン」のもと、2030年に

は2018年比で約40％のCO2排出量削減、2050年にはカーボンニュートラル（CO2排出
量実質的ゼロ）の達成を目指し、引き続きチタン新製錬技術の開発に取り組むとともに、
CO2フリー電力やカーボンニュートラルLNGの導入拡大等を進めてまいります。また、
社内のESG推進委員会における検討を経て設定している重点課題と目標に沿って、廃棄
物最終処分量の削減や、人材育成、全社的リスクマネジメント定着等の課題に取り組ん
でまいります。

⑷ 財産及び損益の状況の推移
当期及び過去３年間の財産及び損益の状況の推移は、次のとおりであります。

年 度

区 分
2019年度
第89期

2020年度
第90期

2021年度
第91期

2022年度
第92期

（当 期）
売 上 高（百万円） 45,509 36,159 55,515 80,351
営 業 利 益（百万円） 4,068 3,135 5,228 10,693
経 常 利 益 ( △ 損 失 )（百万円） 3,716 △417 5,177 10,532
親会社株主に帰属する
当期純利益 (△純損失 )（百万円） 2,359 △3,156 3,695 7,504

１株当たり当期純利益(△純損失)（円） 33.15 △44.35 51.93 105.44
総 資 産（百万円） 87,118 91,149 98,095 111,429
（注）第91期より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用してお

り、第91期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載していま
す。

⑸ 重要な企業再編等の状況
該当事項はありません。
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⑹ 重要な親会社及び子会社の状況（2023年３月31日現在）
① 親会社の状況

会 社 名 資本金
（百万円）

当社に対する議
決権比率（％） 主 要 な 事 業 内 容

ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社 100,000 50.40
エネルギー事業、石油・天然ガス開
発事業、金属事業を行う子会社及び
グループ会社の経営管理

Ｊ Ｘ 金 属 株 式 会 社 75,000 50.40

非鉄金属資源（銅、金等）の探鉱・開発、
非鉄金属製品（銅、金、銀、レアメ
タル等）の製造・販売、
電解・圧延銅箔の製造・販売、
薄膜材料（ターゲット、表面処理剤、
化合物半導体材料等）の製造・販売、
精密圧延品・精密加工品の製造・販売、
非鉄金属リサイクル及び産業廃棄物処理

当社の親会社はＥＮＥＯＳホールディングス株式会社及びＪＸ金属株式会社でありま
す。
ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社は、ＪＸ金属株式会社の親会社であり、当社株式

を間接所有しております。ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社は、エネルギー事業のＥ
ＮＥＯＳ株式会社、石油・天然ガス開発事業のＪＸ石油開発株式会社、金属事業のＪＸ金
属株式会社、その他多くの子会社・関連会社を有し、「ＥＮＥＯＳグループ」を形成して
おります。
当社とＥＮＥＯＳグループとの関係の主要なものは、次のとおりです。
・当社からＪＸ金属株式会社への高純度チタンの販売
・ＪＸ金属株式会社から当社への各種金属の溶解加工委託
・ＪＸ金属株式会社から当社への非常勤役員の派遣
・ＪＸ金属株式会社から当社への従業員の出向
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② 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金
（百万円）

議決権比率
（％） 主 要 な 事 業 内 容

ト ー ホ ー テ ッ ク 株 式 会 社 160 92.50 金属チタン製品の加工・販売

Toho Titanium America Co., Ltd. 600千米ドル 100.00 金属チタン製品、プロピレン重合用
触媒の販売

Toho Titanium Europe Co., Ltd. 400千ポンド 100.00 金属チタン製品、プロピレン重合用
触媒の販売

東 邦 マ テ リ ア ル 株 式 会 社 200 80.00 チタン酸カリウム等の無機材料製品
の製造販売

⑺ 主要な事業内容（2023年３月31日現在）
区 分 主 要 製 品

金 属 チ タ ン 事 業 スポンジチタン、チタンインゴット、チタン加工品

触 媒 事 業 プロピレン重合用触媒

化 学 品 事 業 超微粉ニッケル、高純度酸化チタン

⑻ 主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）
事 業 所 所 在 地

本社 神奈川県横浜市

茅ヶ崎工場 神奈川県茅ヶ崎市

若松工場 福岡県北九州市

八幡工場 福岡県北九州市

日立工場 茨城県日立市

黒部工場 富山県黒部市

岐阜工場（東邦マテリアル株式会社） 岐阜県土岐市
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⑼ 従業員の状況（2023年３月31日現在）
区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

金 属 チ タ ン 事 業 483名 44名増

触 媒 事 業 140名 17名増

化 学 品 事 業 213名 27名増

全 社 （共 通） 291名 58名増

合 計 1,127名 146名増

⑽ 主要な借入先（2023年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額 （ 百 万 円 ）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 7,500
株 式 会 社 横 浜 銀 行 6,700
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 6,700
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 3,200
株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 3,000
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２．会社の状況
⑴ 株式の状況（2023年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 160,000,000株
② 発行済株式の総数 71,270,910株
③ 株主総数 28,169名
④ 大株主

株 主 名 持 株 数
（株）

持 株 比 率
（％）

Ｊ Ｘ 金 属 株 式 会 社 35,859,400 50.38

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,289,300 6.03

日 本 製 鉄 株 式 会 社 3,500,000 4.92
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,349,600 1.90
Ｈ Ａ Ｙ Ａ Ｔ 1,185,400 1.67

野 村 證 券 株 式 会 社 自 己 振 替 口 900,000 1.26

ＳＩＣＡＶ ＣＯＶＥＡ ＡＣＴＩＯＮＳ ＭＯＮＤＥ 527,400 0.74

野 村 證 券 株 式 会 社 511,700 0.72

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＷＥＳＴ ＣＬＩＥＮＴ － ＴＲＥＡＴＹ ５０５２３４ 453,400 0.64
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY FOR STATE STREET BANK INTERNATIONAL GMBH,
LUXEMBOURG BRANCH ON BEHALF OF ITS CLIENTS: CLIENT OMNI OM25 426,300 0.60

（注）持株比率は、自己株式（98,590株）を控除して計算しております。

⑵ 新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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⑶ 役員の状況
① 取締役の氏名等（2023年３月31日現在）
氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

山 尾 康 二 代表取締役社長・社長執行役員

松 原 浩
取締役・専務執行役員
経営管理本部長
触媒事業部・化学品事業部管掌

結 城 典 夫
取締役・常務執行役員
新規事業推進室管掌
技術本部長

井 ノ 川 朗
取締役・執行役員
経営管理本部副本部長
総務人事部総務担当部長

林 陽 一 取締役（非常勤）

ＪＸ金属株式会社
取締役・常務執行役員
経営企画部・ESG推進部・経理部・物
流部管掌
プロジェクト推進本部審議役

井 窪 保 彦 取締役（非常勤） 阿部・井窪・片山法律事務所
シニアパートナー

大 藏 公 治 取締役（非常勤） オーニッツ
代表

菊 地 耕 二 取締役監査等委員（常勤）

千 崎 滋 子 取締役監査等委員
千崎滋子公認会計士事務所
代表
株式会社湖池屋
社外取締役・監査等委員

原 田 直 巳 取締役監査等委員

（注）１．取締役 井ノ川朗氏は、2022年6月21日開催の第91期定時株主総会において新たに選任され就任
いたしました。

２．取締役のうち、井窪保彦及び大藏公治の両氏は、社外取締役であります。
３．取締役監査等委員のうち、千崎滋子及び原田直巳の両氏は、社外取締役であります。
４．当社は、取締役 井窪保彦及び大藏公治の両氏並びに取締役監査等委員 千崎滋子及び原田直巳の両
氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５．当社は、取締役 林 陽一、井窪保彦及び大藏公治の３氏並びに各取締役監査等委員との間で、賠償
責任限度額を法令の定める最低責任限度額とする責任限定契約を締結しております。

６．当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
経営判断、業務執行等に関わる役員の賠償責任又は費用負担等の被保険者の損害を当該保険契約によ
り担保することとしております。当該保険契約の被保険者は、当社の取締役及び執行役員並びに当社
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の業務命令により国内非上場会社の役員に就任している当社従業員の全員であり、被保険者は保険料
を負担しておりません。なお、当該保険契約では、填補する額について限度額を設けること等によ
り、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。

７．取締役監査等委員 千崎滋子氏は、公認会計士として長年監査やコンサルティング業務等に携わっ
ており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

８．取締役（監査等委員を除く。）からの情報収集及び重要な社内会議における情報共有並びに内部監
査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、菊地耕二
氏を常勤の監査等委員として選定しております。

９．当事業年度中の退任取締役は、次のとおりであります。

氏 名 退 任 時 の 会 社 に お け る 地 位 退 任 年 月 日

安 保 重 男 取締役・副社長執行役員 2022年6月21日
（任期満了）

駒 宮 和 明 取締役・常務執行役員 2022年6月21日
（任期満了）

永 井 竜 一 取締役（非常勤） 2022年6月21日
（任期満了）

10. 取締役 結城典夫、井ノ川朗及び林陽一の3氏については、2023年4月1日付で地位及び担当又は重
要な兼職の状況が次のとおり変わりました。

氏 名 地 位 及 び 担 当 又 は 重 要 な 兼 職 の 状 況

結 城 典 夫
取締役・副社長執行役員
社長補佐（技術全般）
技術戦略本部長
新素材事業部管掌

井 ノ 川 朗
取締役・常務執行役員
経営管理本部副本部長
総務人事部総務担当部長

林 陽 一 ＪＸ金属株式会社
代表取締役社長・社長執行役員
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② 当事業年度に係る取締役の報酬等
ア．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
に関する事項
(ⅰ) 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針について、独立社外取締
役を主な構成員とする人事・報酬等諮問委員会において事前に審議の上、取締役会
において決議いたしました。

(ⅱ) 決定方針の内容の概要
取締役の報酬は、各人の職責、当社の業績等に応じた適正な水準とすることを基

本とし、固定報酬である基本報酬と企業価値向上に向けたインセンティブとしての
業績連動報酬等をもって構成する。ただし、業務を執行しない取締役の報酬は、そ
の職務に鑑み、基本報酬のみとする。
取締役の基本報酬は、月例の固定報酬（金銭報酬）とし、求められる能力及び責

任を総合的に勘案して役職ごとの具体的金額を取締役会において定める。ただし、
業務を執行しない取締役の基本報酬の金額は、一般水準等を考慮の上、代表取締役
社長が取締役会の委任に基づき決定する。
取締役（業務を執行しない取締役を除く。）の業績連動報酬等として、各事業年度

の当社の連結業績に連動する賞与（金銭報酬）を事業年度終了後に一括して支給す
る。
取締役の賞与の算定方法等の詳細は、人事・報酬等諮問委員会において事前に審

議の上、その答申に基づき取締役会において定める。ただし、代表取締役社長は、
取締役会の委任に基づき一定の割合の範囲内で個人別の賞与の額を増減することが
できる。
なお、業績連動報酬等（賞与）は、過大とならないよう、あらかじめ取締役会で

上限を定める。
(ⅲ) 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると

取締役会が判断した理由
当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の決定内容については、取締役会で

報告がなされており、取締役会として決定方針に沿うものであると判断しておりま
す。

イ．取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬につきましては、2020年６月18日開催の第89期定時株主総会におい

て年額320百万円以内（うち社外取締役50百万円以内）と決議いただいております。
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当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は９名（うち社外取締役は３名）です。
取締役監査等委員の報酬につきましては、2020年６月18日開催の第89期定時株主

総会において年額60百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時
点の取締役監査等委員の員数は３名（うち社外取締役は２名）です。

ウ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の決定に係る委任に関
する事項

当社は、代表取締役社長・社長執行役員 山尾康二に取締役の個人別の報酬等の内容
の一部の決定を委任する旨の決議をしており、その委任された権限の内容及び委任の理
由等は、次のとおりであります。なお、上記ア（ⅲ）に記載のとおり、当事業年度の取
締役の個人別の報酬等の内容については、取締役会で報告がなされております。
・取締役会が決定した報酬体系に従って、取締役会が定めた一定の割合の範囲内で各業
務執行取締役の業務執行に係る成果に応じて業績連動報酬等の金額を増減すること。
この権限の委任は、取締役の業務執行の成果についての代表取締役社長による評価を
業績連動報酬等に一部反映することを目的とするものであります。

・一般水準等を考慮の上、業務を執行しない取締役の基本報酬額を決定すること。この
権限の委任は、一般水準等を踏まえつつ個別事情を考慮して当該基本報酬額を決定す
ることができるようにすることを目的とするものであります。

エ．取締役の報酬等の総額等

役員区分 対象となる
役員の員数

報酬等の種類別の総額
報酬等の総額

基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等
取 締 役

（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

9名
(うち社外 2名)

116百万円
(うち社外 12百万円) 97百万円 ー 213百万円

（うち社外 12百万円)

監査等委員である取締役
（うち社外取締役）

3名
(うち社外 2名)

32百万円
(うち社外 12百万円) ー ー 32百万円

(うち社外 12百万円)

（注）１．上記には、2022年６月21日開催の第91期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等
委員を除く。）2名（うち社外０名）が含まれております。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分の支給額は含まれておりません。
３．取締役（監査等委員を除く。）及び監査等委員である取締役の報酬等につきましては、それぞれ上
記イに記載のとおり株主総会の決議をいただいております。

４．業績連動報酬等に係る業績指標は、明瞭性及び指標としての浸透度を考慮し、対象事業年度の連結
経常利益としております。当該事業年度の連結経常利益は10,532百万円であり、業績連動報酬等の
額の算定方法は、上記ア (ⅱ)及びウに記載のとおりです。
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③ 社外役員に関する事項
ア．重要な兼職の状況及び当社と当該兼職先との関係

氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 兼 職 先 と の 関 係
取 締 役
井 窪 保 彦

阿部・井窪・片山法律事務所
シニアパートナー

当社と阿部・井窪・片山法律事務所との
間には、特段の関係はありません。

取 締 役
大 藏 公 治

オーニッツ
代表

当社とオーニッツとの間には、特段の関
係はありません。

取 締 役 監査等委員
千 崎 滋 子

千崎滋子公認会計士事務所
代表

株式会社湖池屋
社外取締役・監査等委員

当社と千崎滋子公認会計士事務所との間
には、特段の関係はありません。

当社と株式会社湖池屋との間には、特段
の関係はありません。

イ．取締役会及び監査等委員会への出席状況
取 締 役 会 監 査 等 委 員 会

出席回数 開催回数 出 席 率 出席回数 開催回数 出 席 率
取 締 役 井 窪 保 彦 12回 12回 100％
取 締 役 大 藏 公 治 12回 12回 100％
取 締 役
監査等委員 千 崎 滋 子 12回 12回 100％ 13回 13回 100％

取 締 役
監査等委員 原 田 直 巳 12回 12回 100％ 13回 13回 100％
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ウ．取締役会及び監査等委員会での発言状況及び社外取締役が果たすことが期待される役
割に関して行った職務の概要
・社外取締役
井窪保彦氏は、弁護士として長年企業法務の各分野に携わっております。大藏公治氏

は、三井物産株式会社において金属事業分野の経験が長く、同社が出資する資源投資会
社において代表取締役社長を務めるなど、企業経営の経験があります。両氏は、その知
識・経験を活かし、業務執行から独立した客観的な立場から、取締役会の一員としての
適切な経営判断と実効性の高い監督を行うことが期待されているところ、井窪保彦氏は
法的リスク管理その他の法務的な視点などから、大藏公治氏はその海外経験も踏まえた
事業上の視点などから、それぞれ取締役会において有意義な発言をいただいておりま
す。また、井窪保彦及び大藏公治の両氏は、取締役会の諮問機関として設置している人
事・報酬等諮問委員会及びグループ会社間利益相反監督委員会の委員であり、同委員会
の会議において独立社外取締役としてそれぞれの知識・経験を活かした有意義な発言を
いただいております。
・社外取締役監査等委員
千崎滋子氏は、公認会計士として長年監査やコンサルティング業務等に携わっており

ます。原田直巳氏は、日本及び欧州において幅広い金融業務や企業経営に関する豊富な
経験を有しております。両氏は、その知識・経験を活かし、取締役会の一員として適切
な経営判断と、他の業界における知見や会計、内部統制等の視点を踏まえた実効性の高
い監督及び監査を行うことが期待されているところ、千崎滋子氏は公認会計士としての
知見に基づいた会計、内部統制等の視点から、原田直巳氏は、その金融、海外事業等に
関わる経験を踏まえた事業管理・組織管理等の視点から、それぞれ取締役会及び監査等
委員会において有意義な発言をいただいております。また、両氏は、取締役会の諮問機
関として設置している人事・報酬等諮問委員会及びグループ会社間利益相反監督委員会
の委員であり、同委員会の会議において独立社外取締役としてそれぞれの知識・経験を
活かした有意義な発言をいただいております。
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⑷ 会計監査人の状況
① 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

② 会計監査人との責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

③ 当事業年度における会計監査人の報酬等の額
会計監査人としての報酬等の額 37百万円
当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 37百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記の「会計監査人と
しての報酬等の額」にはその合計額を記載しております。

２．当社監査等委員会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴
取を通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積の算出
根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っておりま
す。

３．当社の重要な子会社のうち、Toho Titanium America Co., Ltd.及びToho Titanium Europe
Co., Ltd.は、それぞれ上記の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

④ 会計監査人の非監査業務の内容
当社は、EY新日本有限責任監査法人に、再生可能エネルギー固定価格買取制度の賦課

金減免申請に関する確認業務を委託しております。

⑤ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社監査等委員会は、会社法第340条第１項各号に該当すると判断したときは、監査等

委員全員の同意によってその会計監査人を解任します。また、そのほか会計監査人が職務
を適切に遂行することが困難であると認められる場合、又は監査の適正性をより高めるた
めに会計監査人の変更が妥当であると判断される場合には、会計監査人の解任又は不再任
の議案を株主総会に提出する方針です。
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３．剰余金の配当等の決定に関する方針
利益配分に関しましては、業績に応じた株主還元を基本に、財政状態、企業基盤強化に向け

た資金需要、先行きの業績見通しや、安定配当の維持等にも留意しつつ決定することを方針と
しております。
当期の期末配当金につきましては、１株当たり19円としました。中間配当の11円と合わせ

まして、年間配当金は１株当たり30円となります。
なお、当社は、取締役会の決議により剰余金の配当を決定できる旨を定款に定めています。
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４．内部統制システム構築の基本方針
⑴ 決議の内容

会社法第399条の13第1項第1号並びに会社法施行規則第110条の4第1項及び第2項に基
づき、内部統制システム構築の基本方針を次のとおり定めています。

1．取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
⑴ 当社グループは、業務の執行に当たり、国内及び海外の関連法令、社内の規程、通達
等を遵守し、公正で健全な事業活動を行う。

⑵ ⑴を徹底するため、当社グループの「企業倫理規範」を取締役、執行役員及び使用人
に周知し、同規範に基づく継続的な教育・研修を通じ、法令の遵守と公正な事業運営に
万全を期す。

⑶ 内部監査担当部署は、毎年、内部監査規則及び内部監査計画に基づき、当社グループ
の法令・社内規程の遵守状況を含む監査を実施し、その結果を社長及び監査等委員会に
報告するとともに、改善を要する事項等がある場合には当該部門に指示する。

⑷ 社長の下に企業倫理推進責任者及び企業倫理推進委員会を設置する。企業倫理推進委
員会では、法令遵守に関するグループ方針の策定や遵守状況のチェックなどのほか、当
社グループの全体的な対応を必要とする事項などに関する検討を行う。

⑸ 財務報告の信頼性を確保するための内部統制体制を整備するとともに、毎年、その有
効性を評価し、必要な是正を行う。

⑹ 取締役会の適正な運営を図るため、取締役会規則を制定する。取締役会は、同規則に
基づき、十分な審議を経て、当社グループの経営方針・戦略・計画、その他重要な事項
を審議・決定するとともに、取締役から適切に職務の執行状況につき報告を受ける。取
締役は、この報告を適切に行う。また、社外取締役が取締役会に出席して審議に加わる
ことにより、重要事項の決定における客観性の確保及び妥当性の一層の向上を図る。

⑺ 法令違反行為の早期発見及び早期是正を図るとともに、法令違反行為の通報者を適切
に保護するために、弁護士とも連携した内部通報制度（コンプライアンスホットライン
制度）を整備・運用する。

⑻ 反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、不当な要求に対しては断固たる態度で臨む。
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2．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
⑴ 職務の執行に係る請議書、議事録等の文書その他の情報については、法令及び社内規
程に従い、適切に作成、保存及び管理（廃棄を含む。）を行う。

⑵ 営業秘密（技術情報、販売情報等）の管理、重要な内部情報の管理及び個人情報を適
切に取り扱うための規程類を整備・運用する。また、従業員に対して、その遵守を徹底
する。

⑶ 会社法等の法令及び証券取引所の規則を遵守し、会社情報の適時、適切な開示を行う。

3．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴ 事業の継続的な発展のためには、事業運営に伴う損失の危険（リスク）を適切に把
握・管理し、損害の発生・拡大を防止する体制の確立が不可欠である。特に、事故・災
害や環境汚染を起こさないこと並びに品質不良や品質トラブルを発生させないことは、
製造会社として、最も重視しなければならない事項であることを強く認識する。

⑵ この認識の下、リスク管理規程を制定してリスク管理基本方針を定め、取締役会の下
にリスク管理委員会を設置する。リスク管理委員会では当社グループ全体のリスク管理
の方針・方向性、各リスクテーマ共通の仕組みの検討、協議・承認等を行う。

⑶ 当社グループにおいては以下の事項を継続的に実施し、リスクの管理に万全を期す。
① 各業務におけるリスクの認識と重要度の評価
② リスクの予防策、発生時の対応策の策定（マニュアル化）並びにその見直し
③ 教育・訓練の徹底
④ 以上の実施状況の確認とフォロー

⑷ 経営に重大な影響を及ぼす地震、重大事故等が発生した場合に備え、情報を適切に伝
達・管理し、損害の発生・拡大を防止するための体制及び規程類を整備・運用する。

⑸ 事業計画の策定や設備投資計画の立案に当たっては、事業運営や投資に伴うリスクを
適切に把握・評価し、必要に応じその回避または軽減のための対応策を織り込む。
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4．取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑴ 当社及び子会社は、それぞれの社内規程において組織、業務分掌、決裁権限等を定め、
効率的に業務を遂行する。

⑵ 当社は、経営組織における責任体制の明確化及び業務執行の迅速化を目的として、執
行役員制を採用する。執行役員は、取締役会又は社長から業務の委嘱を受け、権限委譲
された範囲の業務の執行に関し責任を負う。

⑶ 当社は、経営層の意思疎通を密にするため、執行役員、常勤監査等委員及び社長が指
名するその他の者で構成する執行役員会を設置し、重要な意思決定や業務に関する報告、
連絡、調整等を行う。

⑷ かかる体制のもと、会社の現状と事業環境に即応した機動的な意思決定と業務執行を
行う。

5．企業集団における業務の適正を確保するための体制
⑴ 内部統制システムの構築に当たっては、子会社を含めた「東邦チタニウムグループ」
として取り組むことを基本とする。

⑵ 子会社の事業運営については、グループ経営会議等を通じグループの方針の伝達・徹
底を図るとともに、当社が子会社の予算、事業計画等を承認し、実施状況のモニタリン
グを実施する。

⑶ 子会社の業績・事業概況について、執行役員会等の場で定期的に報告を受ける。
⑷ 子会社における一定の重要事項については、事前に当社の社内規程に基づく決裁を経
てから実施することとする。

⑸ 親会社の企業集団においては、当社は独立の上場会社であり、内部統制システムの構
築については独立して取り組むことを基本とする。但し、親会社とは、適宜、情報交換
及び連携を図るものとする。
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6．監査等委員会の監査等が実効的に行われることを確保するための体制
⑴ 監査等委員会が定めた監査基準及び監査計画を尊重し、監査の円滑な遂行及び監査環
境の整備に協力する。

⑵ 監査等委員会の職務を補助する使用人の体制は、監査等委員会の意見を踏まえて決定
する。監査等委員会の職務を補助する専任の使用人を置く場合、当該使用人の評価、異
動等の人事処遇は、常勤の監査等委員との事前の協議を経て、これを決定する。補助使
用人の職務については、監査等委員でない取締役からの独立性を確保するとともに、監
査等委員会の指示の実効性を確保するための必要な措置を講じる。

⑶ 監査等委員及び補助使用人が必要な執行役員会等の重要な会議に出席し、重要な意思
決定の過程及び業務の執行状況を把握できるように必要な措置を講ずるほか、監査等委
員会の求める事項について、適切な報告が行われるよう体制を整備・運用する。

⑷ 当社及び子会社の取締役、執行役員、従業員及び監査役は、当社又は子会社において、
重大な法令・定款違反若しくはそのおそれが生じたとき、又は不正行為の事実若しくは
会社に著しい損害を与えるおそれのある事実等を発見したときは、直ちに監査等委員会
に報告する。

⑸ 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けな
いようにするために、こうした取扱いを禁止する旨を関係する規程類に明記するなど、
必要な体制を整備・運用する。

⑹ 社長その他の経営陣は、監査等委員会と随時会合をもち、当社グループの経営課題等
について意見交換を行う。

⑺ 内部監査・内部統制担当部署は、内部監査の状況及び内部通報制度の運用状況につい
て、監査等委員会に定期的に及び必要の都度報告し、監査等委員会と緊密な連携を保つ。

⑻ 監査等委員及び補助使用人の職務の執行に係る費用又は債務については、会社法の規
定(第399条の2第4項)により、監査等委員の請求に基づき、当社が適切にこれを負担す
る。
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⑵ 内部統制システムの運用状況の概要
当期における内部統制システムの運用状況の概要は、次のとおりであります。

1．取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
・当社グループの法令遵守等に関する行動基準を規定した「企業倫理規範」を社内イント
ラネットに掲載し、役員・従業員への周知を図っています。また、同規範に基づき、役
員をはじめとする階層別教育を実施しています。

・監査部は、内部監査規則及び内部監査計画に基づき、当社グループの法令・社内規程の
遵守状況を含む監査を実施し、その結果を社長及び監査等委員会に報告するとともに、
改善を要する事項等がある場合には当該部門に指示しています。

・企業倫理推進委員会を年２回開催し、法令遵守状況の報告等を行っています。
・金融商品取引法上の財務報告に係る内部統制の有効性評価を実施しています。
・取締役会規則に基づき、社外取締役出席のもと、当期は12回の取締役会を開催し、重要
な事項を決定するとともに、取締役から定期的に職務の執行状況の報告を受けています。

・法令違反等の通報窓口として、社内の他、社外として弁護士を窓口とした部門横断的な
内部通報制度と「職制上のレポートラインにおける内部通報」を導入しており、その運
用状況を企業倫理推進委員会、取締役会において報告しています。

・「東邦チタニウムグループ反社会的勢力対応基本規程」に基づき、反社会的勢力との関係
遮断のため取引先調査及び契約上の措置等を実施しています。

2．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・請議書、取締役会議事録等の文書については、法令及び「文書取扱規則」に従い、適切
に作成、保存及び管理（廃棄を含む）を行っています。

・「機密情報管理規則」、「内部情報管理規則」、「個人情報取扱規則」等の規則に基づき、営
業秘密、重要な内部情報及び個人情報の保護を行っています。

・法令及び証券取引所の規則に従い、会社情報の適時、適切な開示を行っています。
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3．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・リスク管理を適切に行うため、「リスク管理規程」を制定してリスク管理基本方針を定
め、リスク管理委員会を設置しています。リスク管理委員会は年５回開催し、当社グル
ープ全体のリスク管理の方針・方向性の協議・承認等を行うとともにリスク管理の実施
状況の確認とフォローを行っています。

・緊急事態が発生した場合に備え、「危機・緊急事態対応規程」を定めており、特に地震や
重大事故発生時に備えた各マニュアルを策定しています。また、災害後の復旧手順等を
定めたＢＣＰを策定しています。

・デリバティブ取引に関して、「為替予約管理規則」等を制定し、管理しています。
・事業計画の策定や設備投資計画の立案に当たり、事業運営や投資に伴うリスクへの対応
策を織り込むようにしています。

4．取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社及び子会社は、効率的な業務遂行のため、「決裁権限基準表」、「職制」等の規程を定
めています。

・当社は、経営組織における責任体制の明確化及び業務執行の迅速化を目的として、執行
役員制を採用しています。

・当社は、経営層の意思疎通を密にするため、執行役員、常勤監査等委員及び社長が指名
するその他の者で構成する執行役員会を設置し、重要な意思決定や業務に関する報告、
連絡、調整等を行っています。

5．企業集団における業務の適正を確保するための体制
・子会社の事業運営については、年２回開催するグループ経営会議において方針の示達及
び意識統一を図っています。

・子会社の予算、事業計画その他一定の重要事項については、事前に当社の決裁権限基準
表に基づく決裁を行っています。

・子会社の業績・事業概況について、執行役員会等の場で定期的に報告を受けています。
・親会社とは別に独自に内部統制システムを構築しています。
・親会社と、適宜、情報交換を行い、連携を図っています。
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6．監査等委員会の監査等が実効的に行われることを確保するための体制
・各部門、各箇所は、監査等委員会監査に協力的に応じています。
・総務担当、秘書担当等の使用人が適宜監査等委員会を補助しており、監査等委員会は監
査等委員会の職務を補助する専任の使用人を置くことを求めていないため、監査等委員
会の職務補助のための専任の使用人は置いていません。

・常勤監査等委員は執行役員会、業務報告会等に出席し、重要な意思決定の過程及び業務
の執行状況を把握しています。

・当社及び子会社の取締役、執行役員、従業員及び監査役は、職務の執行状況を定期的に
監査等委員会に報告しています。また、法令・定款違反又はそのおそれが生じたときは
速やかに監査等委員会に報告することとしています。

・内部通報制度において、会社に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な
扱いを受けないことを規定しており、監査等委員会への報告もこれに準じて取り扱うこ
ととしています。

・社長その他の経営陣は、監査等委員会との会合をもち、当社グループの経営課題等につ
いて意見交換を行うほか、会合の中で監査等委員会が求める事項について報告を行って
います。

・監査部は、内部監査の状況及び内部通報制度の運用状況について、監査等委員会に報告
しています。

・当社は、監査等委員会の職務の執行に係る費用又は債務について、監査等委員の請求に
基づき、適切にこれを負担しています。

（本事業報告中の記載数値は、金額及び持株数につきましては、表示単位未満を切り捨て、比率
その他につきましては四捨五入しております。）
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連 結 貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 62,992 流 動 負 債 34,165
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

3,416
4

117
15,334
19,089
9,904

13,203
812

1,175
△64

48,436
45,196
15,655
21,794

360
2,449
1,795
3,141
1,028
2,211
214
925
439
633
△1

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,932
短 期 借 入 金 22,458
リ ー ス 債 務 211
未 払 法 人 税 等 2,257
賞 与 引 当 金 2,040
役 員 賞 与 引 当 金 301
そ の 他 2,962
固 定 負 債 23,982
長 期 借 入 金 20,314
リ ー ス 債 務 1,612
資 産 除 去 債 務 2,055
負 債 合 計 58,147

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 53,378
資 本 金 11,963
資 本 剰 余 金 13,022
利 益 剰 余 金 28,469
自 己 株 式 △77
その他の包括利益累計額 △231
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 40
為 替 換 算 調 整 勘 定 △396
退職給付に係る調整累計額 124
非 支 配 株 主 持 分 134

純 資 産 合 計 53,281

資 産 合 計 111,429 負 債 ・ 純 資 産 合 計 111,429
（金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書

（2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 80,351
売 上 原 価 59,027
売 上 総 利 益 21,323

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,629
営 業 利 益 10,693

営 業 外 収 益 253
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1
物 品 売 却 益 36
受 取 技 術 料 158
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 17
そ の 他 39

営 業 外 費 用 414
支 払 利 息 174
為 替 差 損 157
そ の 他 82
経 常 利 益 10,532

特 別 利 益 7
投 資 有 価 証 券 売 却 益 6
固 定 資 産 売 却 益 1

特 別 損 失 165
固 定 資 産 除 却 損 83
固 定 資 産 圧 縮 損 81
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 10,373
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,492
法 人 税 等 調 整 額 376
当 期 純 利 益 7,505
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 0
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 7,504

（金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書

（2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 11,963 13,022 22,389 △77 47,297
当期変動額
剰余金の配当 △1,423 △1,423
親会社株主に帰属する
当期純利益 7,504 7,504

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） －

当期変動額合計 － － 6,080 △0 6,080
当期末残高 11,963 13,022 28,469 △77 53,378

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分 純資産合計

繰延ヘッジ損益 為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 10 △421 145 △266 135 47,166
当期変動額
剰余金の配当 △1,423
親会社株主に帰属する
当期純利益 7,504

自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 30 25 △21 34 △0 34

当期変動額合計 30 25 △21 34 △0 6,114
当期末残高 40 △396 124 △231 134 53,281

（金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）



― 43 ―

要約連結キャッシュ・フロー計算書（ご参考）

（2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 5,294

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △6,765

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 2,732

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 25

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 1,287

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 2,128

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 3,416
（金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 62,153 流 動 負 債 34,779
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
長 期 貸 付 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

1,456
1

94
17,470
18,450
9,689

12,791
774

1,066
932

△576
48,143
45,160
14,818

817
21,755

44
342

2,449
1,795
3,136
1,018
992
26

1,964
459
582
125
296
628

△126

買 掛 金 3,833
短 期 借 入 金 23,115
リ ー ス 債 務 208
未 払 金 2,539
未 払 法 人 税 等 2,068
未 払 費 用 440
賞 与 引 当 金 1,935
役 員 賞 与 引 当 金 301
そ の 他 336
固 定 負 債 23,977
長 期 借 入 金 20,314
リ ー ス 債 務 1,607
資 産 除 去 債 務 2,055
負 債 合 計 58,756

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 51,499
資 本 金 11,963
資 本 剰 余 金 13,022
資 本 準 備 金 13,022
利 益 剰 余 金 26,591
利 益 準 備 金 443
そ の 他 利 益 剰 余 金 26,147
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 300
繰 越 利 益 剰 余 金 25,847

自 己 株 式 △77
評 価 ・ 換 算 差 額 等 40
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 40
純 資 産 合 計 51,540

資 産 合 計 110,296 負 債 ・ 純 資 産 合 計 110,296
（金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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損 益 計 算 書

（2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 80,349
売 上 原 価 59,226
売 上 総 利 益 21,123

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,378
営 業 利 益 10,744

営 業 外 収 益 336
受 取 利 息 6
受 取 配 当 金 70
物 品 売 却 益 36
固 定 資 産 賃 貸 料 23
受 取 技 術 料 161
そ の 他 38

営 業 外 費 用 376
支 払 利 息 178
為 替 差 損 135
そ の 他 62
経 常 利 益 10,704

特 別 利 益 7
投 資 有 価 証 券 売 却 益 6
固 定 資 産 売 却 益 1

特 別 損 失 159
固 定 資 産 除 却 損 77
固 定 資 産 圧 縮 損 81
税 引 前 当 期 純 利 益 10,552
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,221
法 人 税 等 調 整 額 594
当 期 純 利 益 7,736

（金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）



― 46 ―

株主資本等変動計算書

（2022
2023

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準 備 金
資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

固 定 資
産 圧 縮
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

当期首残高 11,963 13,022 13,022 443 300 19,533 20,277 △77 45,186
当期変動額
剰余金の配当 △1,423 △1,423 △1,423
当期純利益 7,736 7,736 7,736
固定資産圧縮積立金
の取崩 △0 0 － －

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － △0 6,313 6,313 △0 6,312
当期末残高 11,963 13,022 13,022 443 300 25,847 26,591 △77 51,499

評価・換算差額等
純 資 産
合 計繰延ヘッ

ジ 損 益
評価・換
算差額等
合 計

当期首残高 10 10 45,197
当期変動額
剰余金の配当 △1,423
当期純利益 7,736
固定資産圧縮積立金
の取崩 －

自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 30 30 30

当期変動額合計 30 30 6,343
当期末残高 40 40 51,540

（金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2023年５月15日
東邦チタニウム株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山 岸 聡
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 脇 野 守

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東邦チタニウム株式会社の2022年４月１日から

2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、東邦チタニウム株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上



― 50 ―

計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2023年５月15日
東邦チタニウム株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 山 岸 聡
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 脇 野 守

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東邦チタニウム株式会社の2022年４月１

日から2023年３月31日までの第92期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2022年4月1日から2023年3月31日までの第92期事業年度におけ
る取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり
報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取

締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要
に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準、当期の監査の方針、職務の分担等
に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等
からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社及び各工場において業務及び財産の状況を調査しました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月16日
東邦チタニウム株式会社 監査等委員会

常勤監査等委員 菊 地 耕 二 ㊞
監査等委員 千 崎 滋 子 ㊞
監査等委員 原 田 直 巳 ㊞

（注）監査等委員千崎滋子及び原田直巳は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締
役であります。

以 上
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　当社は2020年11月に「2030年ありたい姿」と「中長期基本方針」　当社は2020年11月に「2030年ありたい姿」と「中長期基本方針」
を公表いたしましたが、2023年に創立70周年を迎えるにあたり、を公表いたしましたが、2023年に創立70周年を迎えるにあたり、
さらに長期的な視点で企業経営と社会への貢献に取り組むことによさらに長期的な視点で企業経営と社会への貢献に取り組むことによ
り「100年企業」を意識したいと考えております。そこで、「2030り「100年企業」を意識したいと考えております。そこで、「2030
年ありたい姿」をアップデートしました。2023-2025年度中期経年ありたい姿」をアップデートしました。2023-2025年度中期経
営計画は、2030年の目標へのキャッチアップ戦略を前提に策定し営計画は、2030年の目標へのキャッチアップ戦略を前提に策定し
た3年間のアクションプランとなります。た3年間のアクションプランとなります。

2030年ありたい姿の再構築･2023-25中期経営計画

2030年ありたい姿

【キャッチフレーズ】

※ Beyond Expectations 2030

WEBTi®

2030年　事業別ありたい姿

期待を超える！“BE2030”

先進素材と技術を創出し
環境変化への柔軟性を持つ

高収益企業となり
高度循環型社会の発展に貢献する

新規事業

航空機向けスポンジチタン
世界販売シェアTOP

売上高経常利益率10％以上売上高100億円規模

ニッケル粉国内販売シェアTOP
売上高経常利益率15％以上

PP触媒世界販売シェアTOP3
売上高経常利益率20％以上

売上高2倍
（対22年度）

・
売上高経常利益率
15%以上

化学品事業

金属チタン事業

触媒事業

社員および家族 株主•投資家

お客様

取引先
（パートナー）

地域•社会

東邦チタニウム
グループ
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2023-2025中計
　主要施策（事業部門）

　財務指標、株主還元
企業価値の持続的向上

強固な財務基盤、株主還元の充実

3年間平均
売上高成長率

13.9%

ROE
2025年度
13%以上

ROS
2025年度
11%以上

3年間平均
営業利益成長率

4.6%

ROIC
2025年度
7%以上

3年間累計
設備投資
400億円

D/Eレシオ
2025年度
0.8%以下

3年間累計
営業CF

300億円

配当性向
25～30%

金属チタン事業

◆コスト変動に連動した価格フォーミュラー化
◆若松/茅ヶ崎工場のスポンジチタン生産能力増強（3kt/年）
◆サウジスポンジ工場（ATTM社）フル操業
◆チタンインゴット生産効率向上

触媒事業 ◆生産技術改善等による生産能力増強（現状生産能力に対して約6％アップ）
◆新工場建設による能力増強計画策定

化学品事業 ◆第5工場稼働（25年度予定）による生産能力増強（現状生産能力に対して約20％アップ）

新規事業 ◆WEBTi®の事業化及び事業拡大に応じた生産能力増強
◆新規事業テーマの企画・開発

　売上高、営業利益 （億円）

2025年度 （参考）
2022年度

売上高　　　　　　 1,200 804
　金属チタン事業　 720 544
　触媒事業　　　　 150 88
　化学品事業　　　 300 172
　新規事業　　　　 30 —

2025年度 （参考）
2022年度

営業利益　　　　　 130 107
　金属チタン事業　 60 65
　触媒事業　　　　 40 29
　化学品事業　　　 35 26
　新規事業　　　　 10 —
　共通等　　　　　 ▲15 ▲13
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　超微粉ニッケルの更なる生産能力増強のため、若松工場（福岡県北九州市若松区）内に新工場（第5工場）を建設
することを本年2月に決定いたしました。
　超微粉ニッケルは、積層セラミックコンデンサ（MLCC: Multilayer Ceramic Capacitor）の内部電極材料として
使用されるものであり、足元のMLCC需要は調整局面にありますが、通信機器の高機能化、自動車のEV化や自動運
転化、第6世代移動通信システム（6G）の実用化等により、市場は今後大きく成長していくものと想定されます。
　今後は、新工場の早期・円滑な建設を図り、超微粉ニッケルの安定供給体制確立に努めてまいります。

若松工場全景

【概要】

所在地 北九州市若松区響町 1-62-1

設備投資額 約94億円

生産能力
既存生産能力に対して約20%増
※ なお、本工場は今後更に生産設備を追加できる建屋、インフラ設備を含んでおり、追加した場合は、既存生産能力に対

して約40％増となります。

スケジュール 2025年度完工、営業運転開始

新工場建設によるニッケル粉の生産能力の増強について：若松工場
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横浜駅西口

出口3

中央通路 きた通路
みなみ
通路 JR線JR線 横浜駅横浜駅

横浜駅
横浜駅

横浜駅横浜駅
横浜駅横浜駅東急東横線

みなとみらい線
東急東横線
みなとみらい線

相鉄線相鉄線

横浜駅横浜駅京急線京急線▼YCAT▼YCAT

横浜市営地下鉄

横浜市営地下鉄
モアーズ高島屋横浜店

交番

歩道橋

西口バスターミナル

至東京

相鉄ジョイナス
西口地下街へ

西口地下街へ

2階入口

ヨドバシカメラ横浜ベイシェラトン
ホテル＆タワーズ
横浜ベイシェラトン
ホテル＆タワーズ

ＮＴＴ

内海橋

首
都
高
速
三
ツ
沢
線

地上経路図地上経路図

モアーズ

横浜駅西口

西口地下街

中央広場

中
央
モ
ー
ル高島屋横浜店

相鉄ジョイナス

ヨドバシカメラ横浜ベイシェラトン
ホテル＆タワーズ

南6出口

地下経路図地下経路図

株 主 総 会 会 場 案 内 図
神奈川県横浜市西区北幸一丁目３番23号

横浜ベイシェラトン ホテル＆タワーズ　５階「日輪」
電話045(411)1111(代表)

<交通>
JR・私鉄・地下鉄
横浜駅  西口より徒歩１分

（注）駐車場のご用意はいたし
ておりません。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。



2023年５月24日

株 主 各 位

第92期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

第 92 期
（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表
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連 結 注 記 表
〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項〕

１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社 ４社……………トーホーテック㈱、東邦マテリアル㈱、Toho Titanium

America Co., Ltd.、Toho Titanium Europe Co., Ltd.

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社 ２社…Advanced Metal Industries Cluster and Toho

Titanium Metal Co., Ltd.、㈱TOHOWORLD
(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社…日鉄直江津チタン㈱

持分法を適用しない理由……日鉄直江津チタン㈱は、当期純損益及び利益剰余金等からみて持分法の
対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．会計方針に関する事項
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のも
の

…決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております。）

市場価格のない
株式等

…移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、原材料、仕掛品…先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
なお、未着原材料については、個別法による原価法（貸借対
照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

貯 蔵 品……………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

(3) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）…定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７～50年
機械装置及び運搬具 ２～15年
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② 無形固定資産（リース資産を除く）…定額法
ソフトウェア（自社利用分）は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

(4) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準
当社グループは、金属チタン事業、触媒事業、化学品事業の各製品の製造、販売を主な事業とし

ており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受
け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
これにより、顧客との契約における対価に変動対価が含まれている場合には、変動対価の額に関

する不確実性が事後的に解消される際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発
生しない可能性が高い部分に限り、変動対価を取引価格に含めております。

なお、金属チタン事業のスポンジチタン販売に変動対価が含まれております。
取引の対価は、支配が顧客に移転後１年以内に受け取るため、重要な金融要素は含んでおりませ

ん。
(6) 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。
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(7) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として

処理しております。在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調
整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。在外関連会社の資産及び負債は、当該関連
会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(8) 重要なヘッジ会計の方法
為替予約取引及び商品先渡取引は、繰延ヘッジ処理によっております。ただし、振当処理の要件

を満たしているものについては、振当処理を採用しております。
また、金利スワップ取引は、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しておりま

す。

〔会計方針の変更に関する注記〕
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下

「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ
たって適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

〔会計上の見積りに関する注記〕
当社の連結計算書類には、経営者の見積りを含みます。資産・負債及び損益に影響を与える見積りは、過

去の実績やその他の様々な要因を勘案し経営者が合理的に判断しておりますが、見積り特有の不確実性があ
るため、実際に生じる結果とは異なる可能性があります。
なお、当社の連結計算書類に重要な影響を与える可能性のある主な見積りは、以下の通りであります。

１．関連会社に対する未収入金の回収可能性について
当社グループは、関連会社に対し経費の立替等による未収入金525百万円を有しており、当連結会計年度

末において、64百万円の貸倒引当金を計上しております。当該未収入金は、関連会社と当社との約定に基づ
いた資金計画や過去の入金実績から、回収可能と判断しておりますが、金属チタン事業製品の深刻な需要減
退や中東における地政学リスクの顕在化など想定外の事態が生じた場合、当該債権に関する貸倒引当金の追
加計上が発生する可能性があります。
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２．繰延税金資産の評価
当連結会計年度に計上した繰延税金資産の金額は、925百万円であります。繰延税金資産は、将来減算一

時差異等を負担できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識しております。課税所得が生じる可能性
の判断は、事業計画に基づき課税所得の発生時期及び金額を見積もっており、そこでの主要な仮定は販売数
量や販売・仕入価格、外国為替相場等であります。
これらの主要な仮定について、将来の経済状況の変化によって見直しが必要となった場合、繰延税金資産

及び法人税等調整額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

３. 金属チタン事業の固定資産の評価
当連結会計年度末において、金属チタン事業の固定資産残高は20,739百万円であります。
資産のグルーピングは、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・

フローを生成する資産グループを最小単位としております。営業活動から生ずる損益及びキャッシュ・フロ
ーの状況、将来の事業計画、経営環境の変化の程度等を考慮の上、減損の兆候の判定を行っております。将
来の事業計画の中で、販売数量や販売・仕入価格などが主要な仮定となります。
減損の兆候があると認められた資産又は資産グループについては、将来キャッシュ・フローが帳簿価額を

下回る場合に減損損失を認識すべきとの判断をしております。減損損失を認識すべきと判断された資産又は
資産グループについては、回収可能価額まで帳簿価額を減額しております。
回収可能価額は使用価値により測定しており、事業計画に基づく将来キャッシュ・フローにより算定され

ますが、コロナ禍からの回復需要の一巡、ウクライナ紛争に伴う地政学リスクの影響、輸入原材料及びエネ
ルギー価格の高騰、販売数量及び販売価格等をはじめとする市場動向や経済情勢の変化により収益性が悪化
した場合は、連結計算書類に影響を与える可能性があります。

〔連結貸借対照表に関する注記〕
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

有形固定資産の一部については工場財団を組成し、根抵当権１百万円の担保に供しております。工場
財団の内訳は次のとおりであります。
建 物 及 び 構 築 物 2,093百万円
機械装置及び運搬具 4,526百万円
工具器具及び備品 168百万円
土 地 150百万円

計 6,939百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 101,144百万円
３．保証債務 221百万円



― 5 ―

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 71,270,910株
２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2022年５月16日
取締役会 普 通 株 式 640百万円 9.0円 2022年

３月31日
2022年
６月２日

2022年10月27日
取締役会 普 通 株 式 782百万円 11.0円 2022年

９月30日
2022年
12月１日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の総額 配当の原資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2023年５月16日
取締役会 普 通 株 式 1,352百万円 利益剰余金 19.0円 2023年

３月31日
2023年
６月１日

〔金融商品に関する注記〕
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金
を調達しております。
受取手形、売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。
借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は運転資金（主として短期）及び設備投資資金

（長期）の調達を目的としたものであり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引
を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範
囲で行うこととしております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(1) 長期借入金（１年内返済を含む） （24,472） （24,399） （72）
(2) リース債務（１年内返済を含む) （1,824） （1,836） 12
(3) デリバティブ取引 59 59 －
（*1） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（*2）「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「未収入金（貸倒引当金の控除後）」「支払手形

及び買掛金」「短期借入金」「未払金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時
価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ取引

通貨関連 － － － －

商品関連 － 59 － 59

資産計 － 59 － 59
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(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済を含む） － 24,399 － 24,399

リース債務（１年内返済を含む) － 1,836 － 1,836

負債計 － 26,235 － 26,235

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
デリバティブ取引
商品関連及び為替予約の時価は、市場価格や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金、リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理
の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った
場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しており
ます。
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〔収益認識に関する注記〕
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：百万円)
報告セグメント

合計金属チタン
事業 触媒事業 化学品事業

スポンジチタン 35,998 － － 35,998
チタンインゴット 13,459 － － 13,459
高純度チタン 2,311 － － 2,311
触媒製品 － 8,778 － 8,778
電子部品材料 － － 16,881 16,881
その他 2,619 － 301 2,921

顧客との契約から生じる収益 54,389 8,778 17,182 80,351
外部顧客への売上高 54,389 8,778 17,182 80,351

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「３．会計方針に関する事項 (5) 収益及び費用の計上基準」

に記載の通りであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 10,449

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 15,455

契約負債（期首残高） 132

契約負債（期末残高） 12
契約負債は、顧客からの前受金であります。前受金は連結貸借対照表上、流動負債の「その他」に含まれ

ております。
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(2) 残存履行義務に配分した取引価格
（単位：百万円）

当連結会計年度

１年以内 24,000

１年超２年以内 12,000

２年超 21,000

合計 57,000
スポンジチタンの長期販売契約によるものであります。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１株当たり純資産額 746.73円
１株当たり当期純利益 105.44円
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個 別 注 記 表
〔重要な会計方針〕

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
② その他有価証券

市場価格のない
株式等以外のも
の

…決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定しております。）

市場価格のない
株式等

…移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、原材料、仕掛品…先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
なお、未着原材料については、個別法による原価法（貸借対
照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

貯 蔵 品……………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）…定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ７～50年
機械装置 ２～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）…定額法
ソフトウェア（自社利用分）は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。
(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
４．収益及び費用の計上基準

当社は、金属チタン事業、触媒事業、化学品事業の各製品の製造、販売を主な事業としており、約
束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込
まれる金額で収益を認識しております。
これにより、顧客との契約における対価に変動対価が含まれている場合には、変動対価の額に関す

る不確実性が事後的に解消される際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生し
ない可能性が高い部分に限り、変動対価を取引価格に含めております。
なお、金属チタン事業のスポンジチタン販売に変動対価が含まれております。
取引の対価は、支配が顧客に移転後１年以内に受け取るため、重要な金融要素は含んでおりませ

ん。
５．ヘッジ会計の方法

為替予約取引及び商品先渡取引は、繰延ヘッジ処理によっております。ただし、振当処理の要件を
満たしているものについては、振当処理を採用しております。
また、金利スワップ取引は、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。
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〔会計方針の変更に関する注記〕
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下

「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－
２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ
て適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。

〔会計上の見積りに関する注記〕
当社の計算書類には、経営者の見積りを含みます。資産・負債及び損益に影響を与える見積りは、過去の

実績やその他の様々な要因を勘案し経営者が合理的に判断しておりますが、見積り特有の不確実性があるた
め、実際に生じる結果とは異なる可能性があります。
なお、当社の計算書類に重要な影響を与える可能性のある主な見積りは、以下の通りであります。

１．関連会社に対する未収入金の回収可能性について
当社は、関連会社に対し経費の立替等による未収入金525百万円を有しており、当事業年度末において、

64百万円の貸倒引当金を計上しております。

２．繰延税金資産の評価
当事業年度に計上した繰延税金資産の金額は、582百万円であります。

３. 金属チタン事業の固定資産の評価
当事業年度末において、金属チタン事業の固定資産残高は20,659百万円であります。

見積りの内容については、連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」に同一の内容を
記載しているため、記載を省略しております。
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〔貸借対照表に関する注記〕
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

有形固定資産の一部については工場財団を組成し、根抵当権１百万円の担保に供しております。工場
財団の内訳は次のとおりであります。
建 物 1,943百万円
構 築 物 150百万円
機 械 装 置 4,526百万円
工具器具及び備品 168百万円
土 地 150百万円

計 6,939百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 100,425百万円
３．保証債務 221百万円
４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 1,805百万円
長期金銭債権 125百万円
短期金銭債務 1,855百万円

５．圧縮記帳に関する注記
国庫補助金等の受入に伴い、有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳累計額は次のとおり

です。
建物 165百万円
構築物 6百万円
機械装置 1,972百万円
車両運搬具 18百万円
工具器具及び備品 35百万円
ソフトウェア 14百万円
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〔損益計算書に関する注記〕
１．関係会社との取引高

営業取引による取引高
売 上 高 3,100百万円
仕 入 高 13,144百万円

営業取引以外の取引による取引高
受 取 利 息 6百万円
受 取 配 当 金 69百万円
受 取 技 術 料 150百万円
固定資産賃貸料 18百万円
そ の 他 16百万円

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
当事業年度末の自己株式の種類及び総数
普 通 株 式 98,590株

〔税効果会計に関する注記〕
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金超過額 591百万円
賞与引当社会保険料見積額 98百万円
未払事業税否認 111百万円
貸倒引当金否認 214百万円
関係会社株式評価損 1,620百万円
減損損失 289百万円
ゴルフ会員権評価損 3百万円
資産除去債務 692百万円
その他 137百万円

繰延税金資産小計 3,759百万円
評価性引当額 △2,475百万円
繰延税金資産合計 1,283百万円
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繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △142百万円
資産除去債務 △450百万円
前払年金費用 △90百万円
繰延ヘッジ損益 △18百万円

繰延税金負債合計 △701百万円

繰延税金資産の純額 582百万円

〔関連当事者との取引に関する注記〕
関連会社

属 性 会社等の名
称又は氏名 事業内容 議決権の所有

(被所有)割合
関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

関連会社

Advanced
Metal
Industries
Cluster
and Toho
Titanium
Metal
Co.,LtD.

製造・
販売事業 35％

当社技術の供与
役務の提供
役員の兼任
製品の購入

製品の購入 10,990 未収入金 525

技術支援 147 買掛金 495

上記の金額のうち、取引金額には、消費税等を含めておりません。
取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 製品の購入価格については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
(注２) 未収入金について、64百万円の貸倒引当金を設定しております。

〔収益認識に関する注記〕
収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関する注記」に記載されている内容と

同一のため、記載を省略しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１株当たり純資産額 724.17円
１株当たり当期純利益 108.71円


